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租税回避行為は公平性の観点から問題である。租税回避を規制するために、各税法で否

認規定が設定されている。現在の日本の税法における租税回避否認規定を大別すると 2種

類存在する。個別否認規定と包括的否認規定である。 

現在の法人税法に規定されている包括的否認規定は対象が限定的である。対象となるの

は同族会社、組織再編成、連結納税のみであり、租税回避行為が行われるのは、なにもこ

れらに限られている訳ではない。また、租税法律主義に則り租税回避行為を防止するため

には個別的に明確に規制する規定を設けることが望ましいが、いかなる経済発展の形態を

も想定して、すべての場合につき、個別的、具体的に明文規定を設けようということは困

難である。つまり、個別否認規定の制定は租税回避スキームが開発されてから対応までの

タイムラグが問題となる。また、国により租税回避という概念についても定義が異なる。

そのため、国際的な租税回避行為については国内法では対応するのが難しいと考える。こ

れらの問題についてユニバーサル・ミュージック事件を題材に、個別否認規定の制定のタ

イムラグの問題と、包括的否認規定の適用の限界について検討する。 

ユニバーサル・ミュージック事件は、個別否認規定が整備されていなかったため、課税

庁側からみると、私法上許された形式を濫用することにより租税負担を軽減させるための

行為である租税回避を行った事件であったともいえる。しかし、このような事例に対応す

るには、すなわち、国際的な租税回避は複雑で課税ルールも国により異なることから事前

に個別否認規定での対応が困難である。上記の理由から、私は各税法における否認規定で

はなく、国税通則法に一般租税回避否認規定の制定について検討すべきであると考える。 

本件は、日本国内のみで考えると技巧的で、第三者間でも行い得る取引であるかという

視点からみると、不自然な取引、組織再編をしており租税回避行為のように思える。しか

し、原告は国際的な企業グループの一部であり、国際的な企業グループ全体からみると不

自然でなく経済合理的な取引と言える。つまり、課税庁と納税者で取引の合理性について

の視点が異なっているため、本件のような争いが起こっている。多国籍企業は税負担をコ

ストと考え、国ごとの制度や税制の違いを利用し、少しでも税負担を削減しようと考える。

このように日本国内のみの取引だけでは不自然な取引であっても、国際的な企業グループ

全体で見ると経済合理性があると判断される取引があることもあり、国内法だけでは、国

際的な租税回避に対応することができない現状を確認することができた。 

また、本件においては原告である日本法人が合同会社であるため、米国税制上において

チェック・ザ・ボックス規則により、米国の親法人がパススルー課税を選択した場合、米
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国税法上では海外子会社は支店として扱われることとなった。日本における法人格が株式

会社の場合は、チェック・ザ・ボックス規則において海外子会社として取り扱うことはで

きず、海外子会社となり、課税されることになる。しかし、合同会社である場合は海外支

店として取り扱われ、内部取引となるため課税されない。この制度を利用し、受け手の蘭

法人ではすべての利子は、所得として認識しないことになった。日本において支払利子は

損金となっているが、受け手である蘭法人では非課税となっている。国際的な租税回避行

為は複雑で、情報が海外に有りその全体像を見通すことが難しく、金額が高額になること

が多い。グローバル化した経済活動を行っている企業には国内法では対応することができ

ない事例が多く発生してきている。米国税制におけるチェック・ザ・ボックス規則によっ

て生み出されるハイブリッド・ミスマッチ・アレンジメントのような、国際的な事業体の

違いを用いた租税回避行為についての問題は、今後も発生することが予想できる。多国籍

企業が行う租税回避行為は国際的な方法によるものが増加している現在、国際的な租税回

避を行うことができる者とそうでない者の間で公平性が保たれているとは言えない状況で

あり、このまま見過ごすことは好ましくないと考える。一般否認規定が制定されればすべ

ての租税回避行為がなくなる訳ではないが、個別否認規定制定までのタイムラグを埋める

ために一般否認規定の制定が有効となる場面もあると考える。 

上記の議論をふまえて一般否認規定導入のメリット、デメリットを検討する。国税通則

法に一般租税回避否認規定が制定されていれば、個別否認規定が制定されていない租税回

避行為についても一般否認規定により課税が可能となり、租税回避行為を課税庁が認識し

てから個別否認規定が立法されるまでの間の対応には一般否認規定で対処し、課税庁の恣

意的な課税を統制するための方法についても備えておけば、立法までのタイムラグに対応

することが可能であり、個別否認規定が制定されるまでの間に租税回避スキームが濫用さ

れるといった、課税の空白を埋めることが可能であると考える。 
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